
【診断（異常の程度の評価、緊急度・健全度の判定）】
・調査結果より設置基準適合状況の確認、また損傷劣化を判断し健全度を判定

《管内劣化状況》 《緊急度の判定基準》（下水道維持管理指針-実務編-2014年版より）

腐食 クラック、浸入水

【対策範囲の検討】
・対策必要とされた施設について、劣化の種類や経済性から「改築」か「修繕」かを判定

《改築・修繕の判断案》（SMガイドライン2015年版より）

修繕改築

診 断

改築方法の検討

布設替え（更新）

足利市公共下水道全体

ストックマネジメント計画
１期 検討対象

修繕・改築の優先順位の検討

改築実施計画
ＳＭ１期（Ｒ４～Ｒ８）に対策

4,393m 131 ｽﾊﾟﾝ

163m 6 ｽﾊﾟﾝ

足利市公共下水道ストックマネジメント計画 【本管】検討フロー

約740km - ｽﾊﾟﾝ

・中央中部第1,2処理分区
・中央西部処理分区
（合流区域及びその周辺の一部汚水幹線）

32,166m 728 ｽﾊﾟﾝ

緊急度Ⅲ・劣化なし：対策の必要なし

27,172m 585 ｽﾊﾟﾝ

更生（長寿命化）

緊急度Ⅰ 緊急度Ⅱ 緊急度Ⅲ 劣化なし

4,532m 130 ｽﾊﾟﾝ 11,240m 244 ｽﾊﾟﾝ15,932m 341 ｽﾊﾟﾝ462m 13 ｽﾊﾟﾝ

緊急度Ⅰ・Ⅱ：対策

4,994m 143 ｽﾊﾟﾝ

維 持

602m 12 ｽﾊﾟﾝ

緊急度 区分 対応の基準 劣化基準

Ⅰ 重度 速やかに措置が必要 ランクＡが2項目以上

Ⅱ 中度
簡易な対応により必要な措置

を5年未満まで延長できる

ランクＡが1項目または

ランクＢが2項目以上

Ⅲ 軽度
簡易な対応により必要な措置

を5年以上に延長できる

ランクＢが1項目または

ランクＣのみ

劣化
なし

― ― 劣化なし

診断項目 改築 修繕 判断方針

腐食・たるみ ○ －

破損・クラック・
継目ずれ・浸入水

○ ○ 経済性比較

取付管突出し・油脂付着
・木の根侵入・モルタル付着

－ －
維持管理
で対処

4,230m 125 ｽﾊﾟﾝ

【改築方法の検討】
・「改築」と判定された施設について、

既設管の状況、経済性等を踏まえて、
「布設替え」か「更生」かを判定

・「更生」と判定された施設について、
布設替えした場合と更生した場合の
LCC比較を行い、コスト縮減額を算定

《更生・布設替えの判断案》
（SMガイドライン2015年版より）

 スタート

更生後の流下能力を
確保できない

NO

社会的影響等により
開削での施工が難しい

YES

更生工法が総合的な
経済性に優れる

YES

更生工法 布設替え

YES

NO

NO

［流下能力の確保］

［現場条件］

［経済性］

劣化等の状況から
明らかに更生工法が適用でき

ないと判断される

NO

YES

［既設管の状況］

（加筆） 
※現場条件より 
更生工法の適用 
が難しい場合 

対策の必要性検討

長寿命化対策検討対象施設の選定

修繕・改築が必要 修繕・改築不要

実施時期の設定及び
概算費用の算出

修繕・改築計画のとりまとめ

更
新
費

更
新
費

維持
管理費

更
新
費

維持
管理費

長
寿
命
化

対
策
費

新

設

更
生
工
法

布
設
替
え

長寿命化対策

LCC評価期間（100年）

評価開始時点 評価終了時点

経過年数 50年

更新

50年

維持管理費 維持管理費

新

設

布
設
替
え

布
設
替
え

更新

LCC評価期間（100年）

評価開始時点 評価終了時点

経過年数 50年

維持管理費 維持管理費 維持管理費

年
平
均
費
用

の
差
額
計
算

シナリオ１（更新）

シナリオ２（長寿命化）

《ＬＣＣ改善額の算定イメージ》

改築事業費：約 1,500 百万円

対策範囲の検討

+ 長寿命化計画からの移行分：約 87 百万円

ライフサイクルコスト改善額：227,972 千円

対策方法 内容

改
築

更新 1スパン（人孔間）以上の布設替

長寿命化
対策

1スパン（人孔間）以上の更生

修繕
1スパンに満たない部分的な補修
（止水工法、内面補強工法など）

《改築と修繕の分類》



【対策範囲の検討】
・対策必要とされた施設について「改築」か「修繕」かを判定
・マンホール蓋は全て改築（取替え）とする

【診断（異常の程度の評価、緊急度・健全度の判定）】
・調査結果より仕様、設置基準適合状況、損傷劣化を判断し健全度を判定

《仕様（受枠種別の判断）》
《健全度の判定基準》
（下水道管路施設の点検・調査マニュアル（案）より）

蓋裏腐食

修繕改築

診 断

改築方法の検討
交換（更新）

足利市公共下水道全体

ストックマネジメント計画
１期 検討対象

修繕・改築の優先順位の検討

足利市公共下水道ストックマネジメント計画 【マンホールふた】検討フロー

・中央中部第1,2処理分区
・中央西部処理分区
（合流区域及びその周辺の一部汚水幹線）

健全度3・4：対策の必要なし平受け構造 及び 健全度1・2：対策

維 持

対策の必要性検討

長寿命化対策検討対象施設の選定

対策範囲の検討

修繕・改築が必要 修繕・改築不要

実施時期の設定及び
概算費用の算出

修繕・改築計画のとりまとめ

改築事業費：約 159 百万円

平受け構造※

※ 想定設置年度及びマンホール蓋変遷表より
平受けと再判定した箇所をを含む。

平受け構造以外

健全度1または2 健全度3または4

328箇所

117箇所 198箇所

643箇所

約23,400箇所

判定
ランク

健全度 判定内容

A 1 危険度非常に大、緊急に措置必要レベル

B
2

危険度大、早期の措置必要レベル

C 危険度中、計画的措置必要レベル

D 3 危険度小、経過観察必要レベル

E 4 問題ないレベル

- - 設置当初の状態（現行基準に適合）

《損傷劣化状況》

（下水道用マンホールふたの計画的な維持管理
と改築に関する技術マニュアルより）

445箇所

445箇所 0箇所

445箇所

改築実施計画
ＳＭ１期（Ｒ４～Ｒ８）に対策

198箇所



足利市公共下水道ストックマネジメント計画 【処理場】計画概要（１）

対象施設

対象施設：
足利市水処理センター

対象設備：

• 重力濃縮設備
• 消化設備
• 自家発電設備
• 監視制御設備
• 外装（壁）
• 屋根防水

管理棟

汚泥処理棟

機械濃縮棟

汚泥消化タンク
塩素混和池

沈砂池・ポンプ室

基本方針

長寿命化対策の有無 評価単位 改築の必要性を示す健全度の判断基準

長寿命化対策

検討設備

主要部品単位
「健全度≦2.0以下」となった場合に、長寿命化又は更新を行
うものとして、改築対象設備とする。

設備単位
「健全度≦2.0以下」となった場合に、長寿命化又は更新を行
うものとして、改築対象設備とする。

更新対策

検討設備
設備単位

「健全度≦2.0以下」となった場合に、更新を行うものとし
て、改築対象設備とする。

健全度 運転状態 措置方法

5

（5.0～4.1）
設置当初の状態で、運転上、機能上問題ない 措置は不要

4

（4.0～3.1）
設備として安定運転ができ、機能上問題ないが、劣化の兆候が現れ始めた状態

措置は不要

消耗部品交換等

3

（3.0～2.1）

設備として劣化が進行しているが、機能は確保できる状態

機能回復が可能

長寿命化対策や修繕により機

能回復する

2

（2.0～1.1）

設備として機能が発揮できない状態、または、いつ機能停止してもおかしくない状態等

機能回復が困難

精密調査や設備の更新等、大

きな措置が必要

1
動かない

機能停止
ただちに設備更新が必要

健全度 運転状態 措置方法

5

（5.0～4.1）
部品として設置当初の状態で、運転上、機能上問題ない 措置は不要

4

（4.0～3.1）
部品の機能上問題ないが、劣化の兆候が現れ始めた状態

措置は不要

要観察

3

（3.0～2.1）

部品として劣化が進行しているが、部品の機能は確保できる状態

機能回復が可能
修繕により機能回復する

2

（2.0～1.1）

部品として機能が発揮できない状態で、設備としての機能への影響がでている

または、いつ機能停止してもおかしくない状態等 機能回復が困難
交換が必要

1
著しい劣化

設備の機能停止
ただちに交換が必要

《改築の判断基準》

《機器単位の健全度》

《部品単位の健全度》

長寿命化対策検討対象施設

・更新あるいは長寿命化対策について、それぞれの対策により期待される使用年数を考慮しライフサイクルコスト比較を行う。
・いずれも長寿命化を行わず、更新した方が優位となる。

維持
管理

長寿
命化

維持
管理

更
新

評
価
期
間
Ａ

評
価
期
間

Ｂ

年平均
費用Ａ

ＬＣＣ

ＬＣＣ

年平均
費用Ｂ

毎年度の
改善額

アクション実施から
1 サイクルの 期間

ー ＝

年平均
費用Ａ

年平均
費用Ｂ

LCC改善額

現在価値化
社会的割引率（４%）を用
いて 評価時点に割戻し

（名目値）

（ 現在価値）

 

更
新

（ アクション 前 ）

設置または
更新

評価開始時点

更新更新

維持管理

評価期間Ａ

（ アクション 後 ）

維持管理

更新

評価開始時点 評価終了時点

長寿命化

設置または
更新

長寿命化 長寿命化

評価期間Ｂ

使用年数 累積費用 年平均費用 評価 改善額累計

(年) (百万円) (百万円) (百万円)

アクション1 44 150.14 3.41 ○

アクション2 44 150.14 3.41

コスト縮減効果

アクション1 25 24.6 0.98 ○

アクション2 50 54.2 1.08

コスト縮減効果

※「改善額累計」は以下の計算式による。

（毎年度の改善額）＝（コスト削減額）／（1＋ｒ）ｊ-1

　より、

　（改善額累計）＝（コスト削減額）×｛1-（1＋ｒ）-n｝／｛1-（1＋ｒ）-1｝

ただし、各変数の意味は以下のとおりとする。

　　ｒ　：　社会的割引率（0.04）

　　ｊ　：　年次

　　ｎ　：　使用年数

濃縮汚泥掻寄機

3.41 - 3.41 = 0 百万円 / 年のコスト縮減

0

No.4脱水ｹｰｷ搬出
ｺﾝﾍﾞﾔ

1.08 - 0.98 = 0.1 百万円 / 年のコスト縮減

1.62



1 足利市水処理センター 汚泥濃縮設備工事 a PM-1 機械 更新 110.0

2 足利市水処理センター 汚泥濃縮設備工事 a C-1 土木 更新 12.5

3 足利市水処理センター 汚泥消化タンク設備工事 b PM-2 機械 更新 210.0

4 足利市水処理センター 汚泥消化タンク設備工事 b C-2 土木 更新 65.7

5 足利市水処理センター_自家発電設備更新工事 c PE-1 電気 更新 288.5

6 足利市水処理センター_監視制御設備更新工事 d PE-2 電気 更新 199.0

7 足利市水処理センター_濃縮設備更新工事 d PE-3 電気 更新 67.5

8 足利市水処理センター_脱水・消化設備更新工事 f PE-4 電気 更新 182.0

9 足利市水処理センター_外壁・防水更新工事 e A-1 建築 更新 149.0

10 足利市水処理センター_自動火災報知設備更新工事 e AE-1
建築
電気

更新 4.0

11 足利市水処理センター_監視制御設備単独費工事 e PE-5 電気
撤去

（単独費）
5.0

工種 改築方針工事グループ
概算費用
（百万円）

足利市公共下水道ストックマネジメント計画 【処理場】計画概要（２）

改築方法

設備 概 要

1 重力濃縮設備 重力濃縮槽掻き寄せ機、内部防食の改築

2 消化設備 No.1消化槽の改築（直接加温→間接加温、ガス撹拌式→機械撹拌式）

3 自家発電設備 ディーゼル機関での更新（容量:1,500kVA→2,000kVA）

4 監視制御設備 管理棟での一括監視が可能なシステムで更新

5 屋根防水 改質アスファルトシート防水で更新

6 外装（壁） 防水形複層塗材で更新

《改築方針の概要》

【監視制御設備改築方針】
管理棟・汚泥処理棟とも、大型グラフィックパネルを設置していたが、
今後使用する機会はほぼないため、今回撤去を行い、PCをメインとした監視制御方式に完全移行する。
また、これまでは管理棟系と汚泥棟系でそれぞれ独立した監視体系を採用としていたが、
更新後は、機能分散を図りつつ、管理棟から汚泥系統の監視・制御を可能としたシステムを構成する。

集約監視

《重力濃縮設備》
【改築対象施設】
沈砂池設備の改築設備は、重力濃縮槽の濃
縮汚泥掻寄機と汚泥分配槽可動堰。
※土木資産の内部防食、屋根防水も、経過
年数46年であり、異常が確認されている
ため、併せて改築を行う。

【機種】
・濃縮汚泥掻寄機：機種変更は既設同機種
とする。

・汚泥分配槽可動堰：将来2池目との分配
用であり不要→撤去とする

既設：分配無し
今後も不要

《汚泥消化設備》
【改築対象施設】
No.1消化設備一式。先行して2020年度にNo.2消化タン

クを改築済み。
※土木資産の内部防食、屋根防水も、経過年数46年であり、
同時に、改築を行う。
【機種】
・先行して2020年度にNo.2消化タンクを直接加温→間接加
温、ガス撹拌式→機械撹拌式に改築済み。
・今回改築するNo.1は、直接加温、ガス撹拌式であるので、
No.2と同様に
直接加温→間接加温、ガス撹拌式→機械撹拌式とする。

《改築方法》（抜粋）


